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されている。プリニエル (M. IIJIHHep) とツヴェタエフ (B. IJ;BeTaeB) の理解に従えば，ソ連
邦では，革命直後から，物的生産要閃と人的生産要因の一致法則，労働転換の法則といった労
働力再生産の経済法H日の作用だけではなく，社会主義の特殊法則をも反映した職業訓練原則
。IPHHD;Hllhl llO，ll;llOrOBKH 可eJIOBeK8 K TPY町)が公式化され具体化されてきた。すなわち，以下
の原HIJ である。


























ソ連邦では，乙の技能労働者が，職種 (npoやeCCHß) ，専門(CneD;HaJIhHOcTh) そして技能
資格 (KBa耳目蜘KaD;Hß) によって，お互に識別されている。職種とは労働者の生産上の肩書
(aBaHHe) であり，乙れが労働者の一定の労働活動への所属をノβ している〔類 (pO瓦)概念〕。
専門とは所与の職種の範囲内における具体的な活動領域である〔種 (BH~) 概念〕。たとえ
ば，坑夫(職種)が，先山(採堀坑夫)，穿孔機工，コンパイン工などの専門に分かれてい♂
(2) 例えば，海道進著『経営労働論 第 2 巻万法論(中) .! ，千倉書房，昭和52年， 91ページを参照の乙と。
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技能資格とは，一定の複雑さの作業を遂行するために必要な，一般および専門教育，職種
上の技能そして生産上の経験の総体であり，作業の等級 (1- 6 等級)に照応する。 1-2
等級の技能資格の労働者は半・未(低級の)技能労働者であり， 3 -4 等級のそれは(中級




(出典) H. MapKoB, CO~Ha呂田TH'IeCKHß Tpy耳 H ero 





1.高熟練労働者 中等職業技術学校 (3 -4 カ年) , 技術学校(e5-2 カ年) ，中等専門
(5 - 6 等級〕 教育施設 (2 - 4 カ年)
中等職業技術学校(3 カ年) ，普通職
2. (中級の〕熟練労働 業技術学校( 2 カ年) ，技術学校( 1 
者 (3 - 4 等級〕 -2 カ年) ，企業内講習網における
生産教育 (6 カ月-.1カ年)
3. (低級の〕半・未熟 企業内の短期間の職業訓練練〔技能〕労働者
(2 - 5 カ月)
(1-2 等級〕
4. 不熟練労働者 数週間の現場教育あるいは実習〔見習工〕












れは大きく 2 つに分けることができる。まず第 1 は企業内新規技能労働者養成(教育訓練)

















(3) OCHOBLI H8y'lHOIl: opr8HH呂町四 TPYA8 H8 rrpeAIIPHRTHH, IIpoやHaA8T， 1976, cTp.176. 
(4) CM., I. IIeTpo'leHKo H 耳py. ， :3KOHOMHK8 TPYA8 B rrpOMLlm.lIeHHOCTH, :3KoHoMHK8,1978, cTp.255. 
(5) M. KOBpHrHH, IIo耳rOTOBK8 p860司HX K8ApOB B YωOBHßX H8yqHo-TexHH'IeCKOIl: peBO.lIIOI\HH, IIpoφE明8T ， 1981, 
CTp.82. 





















た労働者への新しい職種の教育は，企業内で……また職業技術学校で・…一組織されるせ (E. BOII'IeHKO, IIJIa-




(H_ Rp即OB， Hay可Haß opraHHBa~Hß TpYAa B XOJIOAHJIbHOl: rrpo阻WJIeHHOCTH ， IIHm;eBaﾟ  rrpOMhlWJIeHHOCTb, 1975 
1975, CTp_ 99. ) 
(9) í労働者養成とは労働者が新しい職種あるいは専門職を習得する企業内技術教育のことであれ彼がはじ
めて勤めたとか他企業から移ってきたとかその企業で他の専門職に就いて勤務していたとかには関わりない叫
(OpraHHBa~Hß H rrJIaHHpOBaHHe TPY耳 a B yrOJIbHO直 rrpOMhlWJIeHHOCTH ， HeApa, 1972, CTp_ 99_ ) í要員の養成とは
初めて生産l乙参加した労働資源とそ乙 lこすでに従事している働き手l乙新しい職種と専門職を教育することで
ある叫 (aKOHOMHKa rrpOMhlWJIeHHOCTH CCCP, Bhlwal:waﾟ WKOJIa , 1975, CTp. 531.) 
(10) 乙れは TPYAOBOll: AorOBOp AJIﾟ rrpoHBBoAcTBeHHoro o6YQeHHß といわれている。 (CM. ， COBeTcKoe TpYAOBoe 





単位千人， ( J 内は割合
1940年 1960年 1970年 1980年 1984年
工業生産人員全体 13079 22620 31593 36891 37957 (100 J (100 J (100 J ( 100 J (100 J 
内 訳
労 働 者 9971 1887 25631 29497 30243 (76.2J (83.5J [81. 1J [80.0J [79.7J 
見 習 工 393 339 508 446 400 ( 3.6J ( 1. 5J [ 1. 6J [ 1. 2J ( 1. 1J 
技術労働者 1023 2018 3687 5133 5495 [ 7.8J [ 8.9J (11. 7J [13.9J (14.5J 
職 員 943 901 1275 1279 1273 ( 7.2J ( 4.0J [ 4.0J [ 3.5J [ 3.3J 
年少補助員と警備員 749 475 492 536 546 ( 5.8J [ 2.1J ( 1. 6J ( 1. 4J ( 1. 4J 




19才 20才 25才 30才 44才 1 年 1 年 3 年 5 年 10年グループ 全体 まで 以上 未満 以上24才 29才 44才 3 年 5 年 10年
見 習 工 4.8 27.3 11. 0 4.3 2.0 1.3 19.0 2.8 1.9 1.4 0.1 
1 ~ 2 等級 38.8 57.6 50.9 42.4 37.5 28.1 39.8 49.4 40.0 40.0 31.1 
3 ~ 4 等級 34.0 10.2 33.0 35.4 37.0 34.2 37.1 31. 6 35.3 36.3 37.7 
5 ~ 6 等級 15.9 0.6 3.1 12.2 18. 7 23.3 7.3 10.6 15.5 17.5 23.4 
等級なしの 6.5 2.3 2.0 5. 7 4.8 13.1 6.8 5.6 7.3 4.8 7.7 時間払労働者
(出典) BHyTpu'BaBoAcKoe ABumeHue u TeKy哩eCTb pa60咽X K明pOB， HayKa, 
1981 , CTp. 36から作成
(1) I新規労働者の養成そして労働者の再訓練は見習工制度 (y明日間eCTBo) という概念によって把握される。
乙の概念は，働き手が彼にとって新しい職種を習得し，教育修了につれてその職種で働く ζ とに特徴づけら
れる。活動の種類が変わるたびに新しい職種(専門職)を獲得する乙とが見習工制度の特徴であるり (傍点
引用者) (E. MarHH~KaJI H APY. , Pacrrpe耳eneHHe TpYAOBYX pecyp∞B， IOpHAH'IeCKaJI nHTeparypa, 1980, CTp. 
53. ) I一定の職種を獲得する目的で企業において個人あるいは班で生産教育をうける人々が見宵工範見与を
成すり(:3KoHoMHKa rrpOMY皿四HHOCTH CCCP, cTp.515・) I直接労働活動の過程で教育をうける人々，すなわち，
見習工J (H. CHroB, 0606m;ecTBneH即 時OHSB明CTBa H paSBHTHe CHCTeMY yrrpaBneHHJI ßKOHOMHKO 圃， :3KOHOMH-








訓練期間 間賃額の割合 %) 
出来高払い 時間払
訓練期間
1 カ 月 75% 
l カ 月 7 5 7 5 2 カ 月 60% 
2 カ 月 60 7 5 
3 カ 月 40 80 
3 カ 月 40% 
4 カ月以上 20% I 
4 カ 月 2 0 80 














(12) CM. , CnpaBOQHOe noco611e nO o6y可eH Il IO pa60司IIX Ka且pOB Ha npOIl8BOACTBe, BhlcmaH mKOJla, 1975 , cTp.156. 
(13) 中企業では生産技術教育ピュローが設問され，小企業では生産技術教育技師がこの職務を遂行している。
(CM. , CnpaBOQHOe nO∞611e AllpeKTopy npOll8BOACTBeHHoro 06"1>e耳IIHeHIIH np明叩IIHTIIH ， TOM 2, 8KoHoMIIKa, 








(出典) YnpaBJIeHHe CO~HaJIHCTH1{eCKHM npo附田eHHhI M




























(15) 最近では，教育訓練コンビナー卜が目立っている。これは様々な講習会を l カ所に集めたものであれ大
企業，合同，コンビナート，トラスト，省庁の管理局に，上級組織の許可を得て，創設されている。従って，
そこでは，生産技術教育部あるいは人事部の指導のもと，単l乙新規労働者の養成だけではなく，後述の技能
資格向上訓練も実施されている。 (CM. ， E. BOllqeHKO, V Kaa. ∞q. ， cTp.161.) 
(16) 以下の説明は，主として，特に注記していない場合もあるが，つぎの文献に拠っている。 OCHOBhI HayqHOn 
opraHllaa~1I1I Tpy且a npe且npllßrllll; I. IIeTpo可eHKO 11 且py. ， 8KoHoMIIJ(a TpYAa B npOMhlillJIeHHOCTII; 8KoHoMIIKa 
npOMhlillJIeHHOCTII CCCP; 8KoHoMIIKa TpYAa, Bhlc田aß illKOJIa, 1976; OCHOBhI 3KOHOMIIKII TPY且a， MrV, 1976;8Ko・
HOMIIKa Tpy且a， IIo且 pe耳. A. KYAPßB~eBa， 8KoHoMIIKa, 1967. 
(間企業内新規技能労働者養成訓練と(後述の)生産技術講習会と第二・関連職種教育は，技能資格試験で終
了する。教育を優秀な成績で終了し，少なくとも乙乙 2 週間以上新しい技能資格水準に照応した仕事を遂行
している労働者が，このt試験を許可される。 (CM. ， H. J1eBIIH 1 APY. , CnpaBOqHIIK 3KOHoMllcTa-opraHIIsaTopa 
TPYAa, Bhlill3誼 illaß 回目OJIa ， 1975, cTp.155.) 乙れは教育訓練後の10日以内 l乙実施され，合格者にそれ相応の
(ソ連邦職業技術教育国家委員会が認めた)等級が授与される。個々の企業では，その試験の実施のために，
企業長の命令で技能資格審査委員会が設置されている。
(18) ，-企業内個人教育は企業内生産技術教育の初級段階であるり (C. BaThlilleB， φOpMllpOBaHlle KBaJI時間IIpOB­
aHHhI X pa60qllx Ka)l;pOB B CCCP, 8KoHoMIIKa, 1971 , CTp. 66. ) 
(19) 個人教育の場合には「それぞれの訓練生が一人の熟練労働者(指導員)に配属される叫 (8KOHOMIIKa
Tpy且a， IIo耳・ A. KYAPßB~eBa， CTp. 403. ) 
























練生(見習工)がクゃループに連合しているという点で，異なっている。 ζ れには 2 つのタイプ
(21) HaCTOJlLHIlJI KHHra X08HHCTBeHHoro pyKoBoAHTeJlH 110 8価値OAaTeJlLCTBy ， cTp.501. 
間企業内個人教育は 3 つの段階に分けられる。①指導員が作業を訓練生の眼の前で実際にやってみせ，必要
な説明をお乙なうこと，②トレーニング訓練。訓練生が，指導員の指導のもとで，一定の作業を正確に再現
する。③指導員の指導のもとで，訓練生が作業全体を自立的l乙遂行する乙と。 (CM. ， OCHOBLI Hay咽011: opra. 
HHaa~HH TpYAa Ha IIP明IIPHHTHH ， CTp. 173.) 
凶:) r個人教育はつぎのような積極的側面を有している。①熟練労働者が……指導員として参加するなかで，
多数の新規労働者を同時に教育すること……，②労働者をすみやかに教育する乙と……，③教育のために既
存の設備全体を利用できること…・・・J (OpraHH8a~HH H IJ1aHHpOBaHHe TpYAa B yroJlLHOI: IIpOMLI皿J1eHHOCTH ，
CTp. 224. ) 
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がある。第 l のタイプでは， (5 人までの)訓練生ク'ループが既存の生産班に配属され，班長
が(指導員として)他のベテラン労働者とともに仕事の過程で必要な作業方法や技能を教育す



















































間 「講習会は単 l乙新規労働者の養成だけではなく新しい専門への再教育訓練をも任務としている。J (H. 
KpLlJIOB, Y K8S.ω司.， cTp.100.) 
側「……講習会では，生産から離れてまた生産に従事したままで教育がおこなわれる叫 (A. KOTJIßp, P860羽田
CHJI8 B CCCP, MLIωL ， 1967, cTp.117.) 
間「・…一企業内新規労働者養成講習会教育は，原則として， 2 段階でおこなわれているQ] (C. B8TLl illeB, 
Y K8S. CO'l., CTp. 70. ) 
(28) CM. , T. TeJIHilleBCKH9: H 耳py. ， BLlCB060lK耳eHHe p86o'le9: CHJILI H nOArOTOBK8 K8再pOB B npOMLl illJIeHHOCTH, 
BH~8 illKOJI8, 1984, CTp. 79.) 
側「講習会教育は個人・班教育よりもずっと優れている。なぜならば，そ ζ では理論学脅の比重が高くしか
も実地訓練と正しく交互に教育されているからであるり (Opr8HHS8~Hß H nJI即時OB8HHe TpYA8 B yrOJILH09: 
npOMLIillJIeHHOCTH, CTp. 226. ) 










資料によれば，個人教育をうけた労働者の比重が，第 8 次 5 カ年計画時の54.2%から 1978年の
表 6 労働者要員の企業内教育訓練
1966-70年 1971-75年 1976年 1977年 1978年
教育訓練・形態 (人100万数~I % (人100万数~I % (人100万数~I % (人100万数~I %。 (人100万数~I % 
教育をうけた従業員総数 21634 25899 5562 5683 5775 
その内，女性' 8023 30.9 1760 31. 6 1809 31. 8 1839 31. 8 
教育をうけた労働者 20535 24865 5388 5516 5575 
内訳
個人教育 11120 54.2 11796 47.4 2408 44. 7 2424 43.7 2417 41. 5 
班・集団教育 4059 19.8 5020 20.2 1133 21. 1 1146 21. 1 1141 22.3 
学校，講習会，学習キ 5355 26.0 8053 32.4 1846 34.2 1946 35.2 2017 36.2 
ャピネット
(出典) M. l\oBpIlr IlH, IIOArOTOBKa pa60QIlx KaAPoB B yCJIOBIIHX HayQHO・ TeXHIID;eCKoR





養成された新規労働者の人数は第 8 次 5 カ年計画時には企業内で職業訓練をうけた労働者の
(平均して) 26%でありまた第 9 次 5 カ年計画時には32.4%であったが， 1978年にはそれが
(31) OCHOBbI 9KOHOMIIKII Tpyga, cTp.23. 






















(3) M. KOBpHrHH, YK8a. CO'l., cTp.79. 
。4) CO~HaJIhHO・BKOHOM目的阻e npo6JIe阻 paaBHTHJI nepBO圃碍OHBBOAHTeJIhHOß c回M ∞~HaJIHCTH'IeCKOrO 06m;ecTBa, 
JIry, 1978, cTp.157. 




施設のこと一宮坂〕を有していないω(T. TeJIHmeBCKHﾟ H APY., YKaa. ∞'1.， cTp.78.) 
(36) r合理的な教育形態の選択は HOT の重要な課題である。 これと関連して，先進的企業の経験が研究され，
訓練プログラムがたえす改善され， …・・教育過程の体系的統制がお乙なわれているç.J (H. Kp則OB， YKaa. ∞'1.， 























倒的.瓜y6pOBCKHß H APY. , Hay'lHaﾟ  opraHHs岨Hß TpYAa, 3KoHoMHKa, 1974, CTp. 275~276. 
(38) I労働者要員の技能資格の向上は労働結果に対する物質的関心という社会主義原則の実現と結びついてい
るQ] (H. , KpblJIOB, YKaa.ω司.， CTp. 101. ) 
(39) CM., 10. 耳y6pOBCKHß H 耳py. ， YKaa.ω司.， cTp.276. 
位。 CM. ， M. KOBpHrHH, YKas. ∞司.， cTp.103. 
体1) I要員の技能資格の向上は，基本的には国家の費用によって，企業自体においてお乙なわれている叫 (OC-







・特別講習会 (KYPCLI n;eJIeBOrO HaaHaqeHHﾟ ) 
・第二・関連職種教育講習会 (KYPCLI o6YQeHHﾟ  pa60QHX BTOpLlM H COBMem;eHHLlM npoφeCCHßM) 
・先進的労働方式研究学校 (WKOJILI no HaYQeHHIO nepe耳OBLlX npHeMOB H MeTOAOB TPYAa) 
いず、れの形態においても講習生クVレープが組織されよ!それぞれのクやループの教育訓練期間は，
工場委員会の同意のもとで，管理部によって，決定される。生産に従事したままで訓練をうけ














継承を目的としたスタハノフ学校が特に普及していた叫 (II. IIeTp伺eHKO H 耳py. ， YKaa. ∞'1.， CTp. 256.) 
(43) 技能資格向上教育訓練形態は，その目的によって，大きく 2 つに分類される。第 I のものは労働者のプロ
フィールの拡大や新しい知識と技能の習得を目的とした訓練であり， ζれは生産技術講習会や第二・関連職
種教育講習会(学校)に代表される。第 2 のものは一定の等級の範囲内での職種知識や技能の深化を目的と
した教育訓練であり，乙れは先進的労働方式学校や特別講習会に代表される。 (CM. ， C. BaTLIweB, YKaa. 
CO'l., CTp. 73.) 
(叫「生産技能資格向上グループには，なによりもまず，当該企業で……その専門に就いて長期間勤め，高
い生産指標を達成し，創造的積極性を発揮している…・・労働者が，派遣される叫 (E. BOß'IeHKO, YKaa.ω'1.， 
CTp.158. ) 
休日 OCHOBLI !lKOHOMHKH TpYAa, cTp.23. 
附，) OCHOBLI HaY'IHO圃 opraHHa凹HH TpYAa Ha npeAnpHJlTHH, CTp. 117. 

































乙れは段階教育制度 (CTyneH'I8TH8S1 CHCTeM8 06y哩eHHSI) と呼ばれている。 (CM. ， H. CHrOB, YK88.ω喧.， CTp. 
202. )例えば，シベリアの工業企業では，乙の形態の教育訓練が 4 段階でおこなわれた。第一段階では 3-
4 等級の労働者が，第二段階では 5-6等級の労働者が，第三段階では 6-7等級の労働者が，そして第四
段階では下級指揮官要員(班長，職長)が，訓練された。(CM., H. C8BH~KHß ， IIpOMl>lmJIel羽田 H仰LI no回­
eBoeHHO曲 CH6HPH ， H8YK8, 1984, cTp.121.) 
性9) CM., M. KOBpHrHH, YK8a. ∞喧.， cTp.106. 
(50) CM., C. B8TLlmeB, YK8a. ∞哩.， cTp.74-75. 
(51) OCHOBLI 8KOHOMHKH TPYA8, cTp.24. 





























関「労働者が関連職種を習得する乙とが，現在，大きな意義をもっている叫 (T. TenBme?KBA B 耶'y. ， YKas. 
馴.，岬.81.) 
(54) CM. , C. B8Tumeø, YK8B.ω可.， cTp.76. 
岡「関連専門職習得講習会での教育過程は生産技術講習会型で構築されている叫 (aKOBO咽Ka TpYAa, n明伊瓜・


























最近(といっても 1980年以前であるが)の技能資格向上教育訓練状況は表 7 によってある程
(56) TaM lRe, cTp.411-413. 
間「訓練生は…・・・生産先駆者の指導のもとで， 1 ヵ月聞にわたって，軍務外時聞に (B Hepa60可ee BpeMß) 先進的
労働方式を習得する叫 (M. KOBpür llH, YKaa.ωq. ， CTp. 114. ) 
120 宮坂純一
度わかる。乙の表から，まず第ーに，技能資格を高めている労働者の数が着実に増えしかも上
昇傾向を示していることが理解される。例えば，第 8 次 5 カ年計画時にはその人数が46%増加
し， 1978年には57% も増えている。個別的に検討すると，生産技術講習会に参加する人数が，
表 7 労働者要員の技能資格向上教育訓練事情
1966-70年 1971-75年 1976年 1977年 1978年
(人100万数~I 似U (人100万数~I % λ (人100万数~I % (人100万数~I % (人100万数~I % 
技能資格を向上させた
労働者の人数 42960 100 62748 100 17741 19940 21579 
内 訳
生産技術講習会 14025 33.3 18363 29.3 3989 22.5 3915 19.6 4137 19.2 
第二・関連職種教育講 7019 16.7 8580. 7 13. 7 1844 10.4 1901 9.4 1906 8.8 
習会
特 5j1 講 習 ~ 三 7900 18.8 9757 15.5 2168 12.2 2202 11. 0 3168 14.6 
先進的労働万式学校 6303 15.0 7466 11. 9 1642 9.2 1736 8. 7 1844 8.2 
職 長 学 校 55 0.09 77 0.4 
人 民 大 学 1264 2.0 566 3.2 672 3.3 944 4.3 
経済知識学校やその他
の経済教育 26360 42.0 10888 61. 0 12233 61. 3 1447l 61. 1 




また，第 9 次 5 カ年計画期から積極的に機能しはじめた人民大学 (HapO~H凶 YHUBepClfTeT)
の存在にも注目すべきである。乙乙で学ぶ労働者数は， 1978年には， 1971年と比べると， 3.7 
倍も増えている。乙れは「極めて有望な形態」として評価されている。と同時に，経済知識学





















整翼(1者00警万護人の) 職け業る労技ー{l働術00者学万校の人J養に成お 全議(1寝00熟万練)向 夜教に育間お学け(校1る00熟や万夜練)間向部上
1965 年 3.4 1 • 1 7.2 
1970 年 4.8 1 .6 9 .0 
1975 年 5.5 2.2 16 .5 o .142 
1976 年 5.6 2 .1 1 7 .7 0.148 
1977 年 5.7 2 • 2 19 .9 o .155 
1978 年 6.0 2 .2 20.0 o .161 
(出典) COD;HaJIHCTH'IeCKHﾟ  TPYA, 1980, .M 7 , cTp.69. 
(58) C. BaThlmeB, YRas. ∞'1.， cTp.80. 
(59) E. BOU 'IeHRO, YRas. ∞哩.， cTp.160. 
(60) TaM me. 
(61) C. BaT諸国eB， YRas. CO'l., CTp. 81. 
(62) r常設教育形態での技能労働者の養成一一一乙れが，基本的な，今日そして将来の生産，国民経済およひ下惇
技術進歩の要求に照応した，最高の教育形態である叫 (H. MapRoB, Con;uanUCTU'IeCRuﾟ TpYA U ero 6YAym;ee, 
TIonuTu明aT， 1976, CTp. 22. ) 


























5. 教育施設での教育と比べると， 1 人当りの訓練費がかなり少なくてすむこと。
6. 企業内訓練は若年労働者の共産主義的育成において重要な役割を果たしている。若者は労
(64) r企業内労働者教育訓練(個人，班，講習会)が今日まで支配的である。それを通して労働者の75-80%
が学んでいる。残りの20-25%が職業技術学校，技術学校，工場技能学校で教育をうけているり (E. MSHeBH'I, 
BonpoCLI Tpy耳S B CCCP, HSyRS, i 980, CTp. 54. ) 
側例えば，シゴフによれば，「現在，直接企業における労働者の養成から職業技術教育制度における養成へ
の漸次的な計画的移行が一般に認められている叫(阻. CIIJ'OB, Y Rsa. ∞'1.， CTp. 200. ) 










訓練 賃率等級 月出来高ノルマの平均遂行(%)企 業 職種(専門職) 者数 訓練前の 訓練後月の訓練前 訓練後 5 カ月間 5 カ間
赤いボイラー 工作機械工・・・・・. 35 2.7 3.5 134.3 160.1 
レーニン機言己;念
ネパ械工場 修理工…. 11 3.5 4.0 126.4 130.0 
金物組立工・・・・・. 27 2.6 3.0 126.6 128.3 
旋盤工....・ H ・- 47 2.5 3.1 125.3 130.9 
フライス盤工… 11 J..9 2.2 182.9 185.5 
ミンクス・オート 組立工・…・ 10 2.6 3.6 104.8 106.9 メーション工場
カリーニン車両 修理工… 11 2.5 3.5 149.0 154.0 製造工場
組立工… 35 2.0 3.0 146.3 151. 7 
旋盤工....・ H ・- 14 1.3 2.3 177.3 182.4 
サラトフヨご場主 旋盤工… 11 1.0 2.0 94.1 107.6 「鎌と槌」
リハチョフ記念 修理工・……一 25 3.2 3.6 122.3 129.9 自動車工場
エコノマイゼル 旋盤工… 15 2.5 3.0 127.5 131. 4 




学~ ，杉山書店， 1983年， 155ページ参照)
(68) CM. , C. BaThlmeB, YKaa. ∞司.， cTp.120. 




1. 6年 7.3年 9.5年
I → E →匝→町→ V
.企業内個人・班教育で養成された場合
3.2年 5.8年 7. 7年 19.0年













(1) 基本費用 (KaIIßTaJIhHhle aaTpaThI) 
建物など









(70) CM., C. BaTLlweB, YRaa. ∞司.， cTp.120. 
。1) 通常の生産比用いられる建物が教育にも利用されているので基本費用を特別に計算することは州難であり
また 1 人当りの額も極めて少額となるために，これは無視される。また，新規労働者養成，UI/棟の場合には，








訓練生 1 人 生徒数 2 人 3 人 4 人 生徒数 2 人 3 人 4 人
当りの報酬 1 人 以上 1 人 以上
(1カ月) 最高
(Jレーブル) 7 5 4 3.5 10 8 6 5 
一一












宇咋 I 2 人f3 人 It 全




学働実 I 2 人 I 3 人 I 4 以全
最高 I I I 
















(叩OK OKyU嗣MOCTU) (TJ はつぎの公式であらわされイ!
T=C 
12X (K2-K1) X1. 05 
C 一一労働者 1 人当りの教育費用
K 1 一一訓練前の労働者の 1 カ月の賃金
K2 一一訓練後の労働者の 1 カ月の賃金
12 一一 1 カ年の月数
1. 05一一必要生産物と剰余生産物の比
乙の調査では，生産技術講習会費用は以下のようであった。
1.訓練者の賃金....・H ・.......・ H ・....・H ・....・ H ・ .1189
2. 要員部員の賃金……・・…....・ H・..…...・ H ・ ..1051
3. 訓練者と要員部員の賃金への加算額…・・・ 168
4. 事務・維持費用….....・H ・....・ H ・-…....・ H ・. 121 
計 2529ルーブル
訓練生は全部で 234 名であり， 1 人当りのコストは 10.81 (2529~234) ルーブルとなる。同じ
ように，特別講習会，先進的労働方式学校，第二職種教育における 1 人当りの教育訓練費はそ




施盤工 I 9 







(73) B. ro.1loyωB， Opr8HH~lul TPYA8 H a8p86oTHO薗 n.1l8TY B OTpOHTe.1lLOTBe, BYA i 闘.1ILHHK ， 1978, cTp.86. 
同 COl{H8.JI阻帥KOHO岨哩:eCKHe ?npOCY opr岨E鵠耳目 TPYA8， OTp. 107. 
ソ連邦企業内枝能教育訓練事情
特 月日 講 習 ..0. = 
旋盤工| 45 2.2 2.2 156.5 I 108.2 I 114. 1 
組立工
先進的労働方式学校
旋盤工| 53 1.7 1.7 I 125.6 I 147.6 83.2 
組立工| 7 2.0 2.0 86.0 I 120.0 103.6 
(出典) COD;HaJIbHO・3KOHOMH可eCKHe BorrpOCbI opraHHSD;HH TpYAa, 






12 (128. 3-108. 2) X 1.05 
10.8 =0.054年=0.64カ月








T= .~ I~~ ~ -:~- ~\ '" ~~ =0.108年=1. 30 カ月
12 (89.3-83.2) X 1.05 
組立工
















作業等級の一致度 2 3 4 5 6 
作業の等級に後れている 3.4 34.9 41. 7 50.6 56.3 
作業の等級に一致している 88. 7 57.5 51. 2 41. 9 39.0 
(出典) COJl;Oa品HO・3KOHOMD司eCKDe rrp06JIe阻 TpYAa





間 また，グワニシナ (E. rpHHH四Ha) も， 1962-72年l乙，工業において労働の複雑性が約21%高まり，労働
者の技能資格のそれが10%であった乙とを根拠として，同じ乙とを指摘している。 (CM. ， CO~Ha耳目0・IIKOHOM­
H'IeC阻e npo6JIe剛 paaBHTHß nepBO薗 npOH3BO耳目TeJIbHO画 C即日 ωR・ 06ll{eCrBa， cTp.150-151.) 
(7の 「技能資格の向上は技術進歩の要求に照応した技能労働者要員の養成にとって重要な意義をもっている叫
(TaM lKe, cTp.158.) 
(78) もちろん，企業内教育訓練には，当座の欲求のみを考慮して将来の展望に欠けている乙とをはじめとして









得l乙一定の一貫性と系統性を保証すること，を前提としている叫 (OCHOBLI Hay'lHoﾟ  opraHHa間四 TpYAa Ha 
npeAnpHßTHH, cTp.180.) 
側 「教育が，科学技術革命のもとで，生産過程の最も重要な要素の 1 つへと転化している叫(CO~HaJIbHO­
IIKOHO阻司eCKHe !lpo6四MLI TpYAa Ha npOMLlmJIeHHOM npeAPHßTHH, HaYKa, 1979, CTp. 181.) 
